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― １バレル＝140ドル定着で半年の所得流出は21兆円 ―

原油価格が高止まりすればわが国の景気回復は頓挫

（１）原油価格が高騰。ＷＴＩ先物価格は一時１バレル＝130ドル台に（図表１）。ロシア産原油の
禁輸措置が欧州諸国などに広がれば、原油価格がさらに上昇するおそれ。

（２）原油価格の上昇はわが国経済を下押し。仮に、原油価格（ＷＴＩ先物価格）が本年４月から９
月にかけて１バレル＝140ドルで推移した場合、国内総所得は2022年度上期に前年割れ（図表
２）。主因は、資源輸入先への支払いが嵩み、所得の海外流出（交易損失）が増加すること。
2022年度上期における交易損失の増加額は21兆円にのぼり、ＧＤＰ増加額の２倍に達する計算。

（３）資源高で、2022年度上期の実質ＧＤＰもベースラインから年率１％ポイントの下振れ（図表
３）。企業収益の圧迫で設備投資が下押しされることに加えて、ガソリン代・電力料金の値上
げなどで個人消費が下振れ。このほか、一定の予算枠が設定される政府消費も物価上昇で下振
れ。消費者物価は７～９月期に前年比＋２％超へ（図表４）。

（４）ガソリン価格上昇を抑えるため、石油元売り会社へ補助金を供与。仮にこの政策を９月末まで
継続した場合、消費者物価の前年比は0.3％抑えられる計算に。ただし、資源高による経済悪
化は交易損失の増加や設備投資の下押しなどの影響も大きく、補助金政策の効果は限定的。エ
ネルギー資源の輸入依存度を引き下げる取り組みが不可欠。

 http://www.jri.co.jp 
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（図表１）原油価格（ＷＴＩ）
（ドル/バレル）

（資料）Bloomberg L.P.を基に日本総研作成 （年/月/日）
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（図表２）実質国内総所得（前年比）
（％）

（資料）NIKKEI NEEDSを基に日本総研作成

（注）原油価格が140ドルで推移した場合の経済動向をNEEDS日本経済モ

デルを用いて試算。2022年度は上期の前年比。
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（図表４）消費者物価（生鮮食品を除く総合、前年比）
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（資料）総務省、経済産業省、Bloomberg L.P.を基に日本総研作成

（注）「補助金が継続された場合」は、燃料油価格激変緩和補助金の期限

が９月末まで延長されると想定。

（年/期）

予測

▲ 1.0

▲ 0.8

▲ 0.6

▲ 0.4

▲ 0.2

0.0

0.2

2021年度下期 2022年度上期

個人消費

固定資本形成

その他

実質GDP

（図表３）実質ＧＤＰの下振れ幅（前期比年率）
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（資料）NIKKEI NEEDSを基に日本総研作成

（注）NEEDS日本経済モデルを用いて試算。原油価格140ドルの場合の成

長率からベースラインの成長率を引いたもの。


